
秋田県健康環境センター 

業 務 概 要 

Ｈ３０．４．１版 



 はじめに・・・ 健康環境センターについて  

 秋田県健康環境センターは、平成18年度に旧衛生科学研究所と旧環境センターが統合して設立され、両

機関から地域保健対策の推進支援と環境保全という役割を継承し、現在は「健康被害の防止」と「環境の保

全」を基本として業務を行っています。 

 「健康被害の防止」については、新型インフルエンザウイルス、ノロウイルス、ジカウイルス、病原性大腸菌

などによる感染症や食中毒への対応や、食品中の残留農薬などによる食品の安全・安心の確保への対応が

ますます必要とされています。 

 また、「環境の保全」については、本県の環境は比較的良好な状態が保たれているものの、依然として八郎

湖の富栄養化や田沢湖のpH改善、ＰＭ2.5等による広域的な大気汚染、あるいは、破産した産業廃棄物最終

処分場の汚染地下水の管理への対応など、課題があります。 

 さらに、平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う原発事故による健康への影響を防止するため、

食品や水道水の放射能検査や大気中の空間放射線量モニタリングも欠かせない状況となっています。 

 保健衛生・環境行政を科学的・技術的に支援するという役割を担っている当センターは、このような本県の

現状を見据え、県民の健康と本県の環境を守るために必要とされる様々な試験検査及び調査研究に取り組

んでいます。 

 また、県内の感染症の発生状況に係る情報、大気汚染常時監視情報、放射能検査結果等について、随時、

ウェブサイトなどで公開し、分かりやすく県民に発信しています。 

     年. 月     事   項 

  （ 旧衛生科学研究所 ） （ 旧環境センター ） 

明治 35. 7 ・衛生試験所を秋田市牛島町に設立。   

昭和 39. 4 ・衛生科学研究所に改称。   

 39. 6 ・庁舎を秋田市古川堀反町（現千秋明徳町) 

   に新築移転。 

  

 45. 7   ・公害技術センターを秋田市茨島の工業試験場内に設立。 

 48. 7   ・庁舎を秋田市八橋に新築移転。 

 56. 4   ・環境技術センターに改称。 

 61. 8 ・庁舎を秋田市千秋久保田町に新築移転。   

平成 12. 4   ・環境センターに改称。 

・秋田市山王の県庁第二庁舎に総務班及び監視･情報班を置く。 

 14. 3   ・八橋分室敷地内にダイオキシン類分析棟を新築。 

 18. 4 ・衛生科学研究所と環境センターを組織統合し，健康環境センターとして発足。 

・千秋庁舎に企画管理室及び保健衛生部を，八橋庁舎に環境部を設置。 

 21. 4 ・八橋庁舎の環境部を千秋庁舎に移転し，庁舎を統合。 

・保健衛生部の理化学部門と環境部の化学物質部門を統合した理化学班を環境･理化学部内に設置。組織を企画 

 管理室，保健衛生部及び環境･理化学部とする。 

 22. 4 

  

  

  

 24.４ 

・保健所の試験検査課を統合。 

・保健衛生部の微生物班を細菌班とウイルス班に再編し，健康科学班を健康科学･管理班に名称変更。 

・環境･理化学部を理化学部と環境保全部に再編。理化学部には，理化学班を再編した食品理化学班と環境理化 

 学班を設置。環境保全部には環境調査班を名称変更した環境保全班を設置。  

・企画管理室の総務・企画班を再編し，総務管理班と企画情報班を設置。保健衛生部の健康科学・管理班を廃止。 

 理化学部の食品理化学班と環境理化学班を統合し，理化学班を設置。 
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 沿革 



○ 感染症法、地域保健法に基づく病原体の迅 

  速な検査及び疫学調査の実施 

○ 地方感染症情報センター業務 

○ 食品衛生法に基づく食品衛生検査の実施 

○ 環境の保全に関する試験検査及び調査研 

  究並びに環境の状況の監視 

○ 緊急時の対応 

センターの役割 
第２期ふるさと秋田元気創造プラン 

◆ 秋田県健康環境センター中長期計画について 

秋 田 県 民 

中 長 期 計 画（H26.3改定版） 

 

○ 病原体の検査技術の開発や新検査方法の導入等 

○ 食品中の残留農薬等の検査技術の構築 

○ 未規制化学物質等に係る調査研究  

○ 田沢湖の酸性化対策、八郎湖の富栄養化対策 

○ 新規制物質1，4－ジオキサンの適正処理 

 

○ 感染症対策に係る検査 

○ 食品衛生対策に係る検査 

○ 環境放射能調査 

○ 水質汚濁対策調査 

○ 廃棄物対策調査等 

調査研究のテーマ 主要な試験検査業務 

（平成26年度～32年度） 

基本方針と推進分野 

健康被害の防止 

病原体の迅速な検査及び疫学調査、食品衛生検
査の機能強化、未規制化学物質等の対策に取り
組む。 

環境の保全 

大気・水質等の監視、三大湖沼の水質改善、能代
産業廃棄物処理センターの汚水の適正処理等に 
取り組む。 

 

○ 感染症発生情報  

○ 空間放射線量モニタリング情報 

○ 大気汚染常時監視（テレメータシステム） 

 

情報収集・解析・発信業務  

○ 新型インフルエンザや新興感染症の発生  

○ 原子力関連施設の事故や核実験による放射能の拡散 

○ 大気汚染物質の拡散 

○ 工場や廃棄物処理施設等からの汚水の流出等 

危機発生時の対応 

研究成果 
検査結果  他機関との連携                

技術支援 
行政施策等への反映 

【推進に当たっての視点】 

 ・行政課題に直結した調査研究及び成果の還元 

 ・試験検査の確実な実施及び検査技術・精度の向上 

 ・情報の収集・解析・発信及び能力の向上 

 ・危機発生時における迅速な対応 

●暮らしを支える基本政策 

 ・県民総参加による環境保全対策の推進 

 ・安全で安心な生活環境の確保 

 ・ＩＣＴの活用と科学技術の振興 

●未来の交流を創り、支える観光・交通戦略 

 ・秋田の食の魅力の磨き上げと県外への販路拡大 

●元気な長寿社会を実現する健康・医療・福祉戦略 

 ・いのちと健康を守る医療提供体制の充実強化 
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  ◆ 主要な試験検査業務  

 水に無制限に溶解 

 油にも無制限に溶解 

 揮発性物質（沸点101℃） 

 難分解性（環境への蓄積） 

発がん性，変異原性あり - 3 - 

ガンマ線スペクトロメーター 

○流通食品や県産農産物等の放射性物質の

測定を行っています。  

  

○食品衛生法に基づき、県内で流通する食品の

細菌検査、成分規格、添加物、残留農薬等の検

査を行っています。 

○十和田湖、八郎湖、田沢湖などの水質を定期

的に調査し、水質の状況を監視しています。 

 また、工場等の排水を検査し、 

排水基準への適合状況を調査 

しています。 

○産業廃棄物処分場放流水や能代産業廃棄

物処理センター環境保全対策等に係る調査を

実施しています。 

新型インフルエンザや新興感染症の発生 

 新型インフルエンザ等が発生した場合、新型

インフルエンザ疑い患者等の遺伝子検査を、必

要に応じ24時間体制で実施します。 

◆ 危機発生時の対応  

原子力関連施設における事故の発生 

 大気中の空間放射線量の監視を強化すると

ともに、水道水や降下物、流通食品、県産米、

県産生乳、県産牛肉等の放射能の測定を行い

ます。 

 

環境汚染事故対応  

 工場等で汚水流出等の事故が発生した場

合に、現地や周辺の環境調査を実施します。 

 

 

 

大気汚染物質の拡散  

 ＰＭ2.5等の大気汚染物質濃度が基準値を

超える恐れがある場合、監視を強化します。 

 

八郎湖調査 

サルモネラ属菌 

冷凍ピザの検査 

○感染症や食中毒の原因となる細菌（病原性大腸菌、結核菌、サルモネラ属菌）やウイルス（インフ 

ルエンザ、ノロウイルス等）についての検査や、つつが虫病血清検査などを行い、発生時の原因究明

や衛生指導に活用しています。 



【 未規制化学物質等の対策】 

【 食の安全・安心 】 

● 食品由来感染症の病原体の解析手法及び共有化システムの構築のための研究 
                               （H30～H32 国立感染症研究所等と共同） 

 腸管出血性大腸菌O１５７の迅速な分子疫学解析手法を導入するとともに、北海道・東北・新潟地区において 

情報の共有化を図り、集団感染の早期探知及び健康被害の拡大防止に役立てます。 

【 感染症対策 】 

  つつが虫病、日本紅斑熱、紅斑熱群リケッチア症、発疹チフス群リケッチア症等の確実な診断と効果的

な情報発信の在り方について調査・研究を行います。 

 ◆ 調査研究のテーマ 

 有害物質「1,4-ジオキサン」が含まれる産業廃棄物最終処分場の廃水処理について、1，4－ジオキサン分

解菌の特徴を把握し、廃水処理施設での安定的な処理に向けた研究を進めています。 
1,4-ジオキサン 

【 廃水処理技術 】 

● 廃水処理施設における1,4-ジオキサン分解菌の挙動と活性促進因子の探索（H28～H30） 

● 食品中のウイルスを原因とする食品媒介性疾患の制御に関する研究 
                           （H28～H30 国立医薬品食品衛生研究所と共同） 
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● 迅速・網羅的病原体ゲノム解析法の開発及び感染症危機管理体制の構築に資する研究 

                                       （H28～H30 国立感染症研究所等と共同） 
 全国から収集したサルモネラ菌株の遺伝子情報のデータベース化を行い、有事の際の感染源等の解明に活用します。

また、網羅的遺伝子配列解析で得られた大量の情報を基に地域における特徴的な感染症発生状況の解明を試みます。 

● 高リスクが懸念される微量化学物質の実態解明に関する研究  

                 （H28～H30 地方公共団体環境研究機関等と国立環境研究所との共同） 

 環境リスクや生態系への影響が懸念される化学物質について、公共用水域における環境実態や排出源

の解明を進めていきます。 

アカツツガムシ 

◆ 情報収集・解析・発信業務  

○感染症情報センター

業務として、感染症の発

生動向の集計、解析、情

報発信を行っています。 

○核実験や原子力災害

に由来する県内の空間

放射線量の変動を把握・

監視しています。 

空間放射線量 
モニタリングポスト 

大気測定局 

○テレメータシステムにより

PM2.5など大気汚染物質の常時

監視を行っています。   

● ワクチンで予防可能な疾病のサーベイランスとワクチン効果の評価に関する研究 

                                     （H30～H32  国立感染症研究所と共同） 

● ダニ媒介性細菌感染症の総合的な対策に向けた研究 (H30～H32  国立感染症研究所と共同) 

  将来のおたふくかぜワクチンの定期接種化に備えて、流行しているウイルスの性状解析を行います。また、本県で 
樹立された「大館株」を用いて、病原性に関与する遺伝子を解析し安全なワクチン開発へと繋げます。 

 食品検体からノロウイルス等を検出するための検査法である「パンソルビン・トラップ法」の開発及び汎用化

を行っています。本検出法はH25.10.22に厚生労働省から「ノロウイルスの検出法」として通知されました。 



 組織と業務 
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（カンピロバクター，百日咳，薬剤耐性菌） 

人事，服務 

予算，決算 

庁舎管理，庶務一般 

研究の企画・評価・進行管理 

センター中長期計画の進行管理 

広報，研修 

行政検査業務の管理 

危機管理 

精度管理 

細菌感染症と食中毒の試験検査及び調査研究 

薬剤耐性菌に関する調査研究 

結核菌の分子疫学解析 

環境検体に関する細菌検査 

収去食品及び生活衛生に関する細菌検査 

感染症発生動向調査にともなう病原体検査業務 

ウイルス感染症と食中毒の試験検査及び調査研究 

感染症流行予測調査（インフルエンザ・日本脳炎） 

つつが虫病の抗体検査及び調査研究 

感染症情報センター業務 

食品中残留農薬に係る試験検査及び調査研究 

食品放射能の測定 

有害家庭用品試買検査 

収去食品の理化学的検査 

工場・事業場排水中の化学物質の検査 

廃棄物関係行政検査 

環境中の化学物質に関する調査研究 

公共用水域水質調査 

工場・事業場排水基準検査 

工場・事業場ばい煙排出基準検査 

廃棄物関係検査 

生活衛生関係検査 

環境放射能の測定及び常時監視 

大気汚染常時監視 

航空機騒音調査 

酸性雨調査 

アスベスト環境調査 

環境保全に関する調査研究 

(職員８, 非常勤1) 

理化学班 

(職員9, 臨時１) 

地方衛生研究所技術協議会レファレンスセンター業務 

ウイルス班 

(職員5 ,非常勤1) 

(職員５,臨時1) 

細菌班 

保健衛生部長 

(職員3) 

企画情報班 

所長 

総務管理班 

(職員5,臨時１) 

非常勤職員  2名 

職  員     ４０名 

（事務５,技術3４,現業1） 

                 計 ４５名 

                        

企画管理室長 

（H３０.４.１現在） 

臨時職員     ３名 

環境保全班 

環境保全部長 

理化学部長 

感染症発生動向調査にともなう病原体検査業務 



◆ 平成30年度調査研究課題等一覧 
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(平成30年4月1日現在）

No. 研　　究　　課　　題　　名
事業
年度

財源
共同研究の相手方

又は調査研究依頼者
担当班

1 カンピロバクターレファレンスセンター事業 H元～ 国
全国地方衛生研究所微生物技術
協議会の事業

2 百日咳レファレンスセンター事業 H15～ 国
全国地方衛生研究所
微生物技術協議会の事業

3 薬剤耐性菌レファレンスセンター事業 H27～ 国
全国地方衛生研究所
微生物技術協議会の事業

4
食品由来感染症の病原体の解析手法及び共有化シス
テムの構築のための研究

H30～32 厚労科研費
国立感染症研究所、北海道・東
北・新潟ブロック地方衛生研究所

5
迅速・網羅的病原体ゲノム解析法の開発及び感染症
危機管理体制の構築に資する研究

H28～30
日医研開機構

研究費
国立感染症研究所との共同

6
下痢原性細菌におけるサーベイランス手法及び病原性
評価法の開発に向けた研究

H30～32
日医研開機構

研究費
国立感染症研究所との共同

7
新規食中毒原因菌エシェリキア・アルバーティーの迅速
検出法の検討と感染源の解明

H30～32 県政策
（センター　｢政策予算　研究活動
費｣の｢研究｣として）

8
秋田県における百日咳流行要因解明のための分子疫
学的解析法の検討と発生状況の解明

H30～31
大同生命

厚生事業団

9 ダニ媒介性細菌感染症の総合的な対策に向けた研究 H30～32
日医研開機構

研究費
国立感染症研究所との共同

10
ワクチンで予防可能な疾病のサーベイランスとワクチン
効果の評価に関する研究

H30～32
日医研開機構

研究費
国立感染症研究所との共同

11
食品中のウイルスを原因とする食品媒介性疾患の制
御に関する研究

H28～30 厚労科研費
国立医薬品食品衛生研究所
との共同

12 環境放射能水準調査 S62～ 国
（H25～) 原子力規制庁委託
(～H24)  文部科学省委託

13 水環境中の医薬品類の動態解明に関する研究 H27～30 －
秋田県立大学との共同研究
（H2802～H3103）

14
廃水処理施設における1,4-ジオキサン分解菌の挙動と
活性促進因子の探索

H28～30 県政策
（センター　｢政策予算　研究活動
費｣の｢研究｣として）

15 化学物質環境実態調査 H元～ 国 環境省委託

16
高リスクが懸念される微量化学物質の実態解明に関
する研究

H28～30 国 国立環境研究所Ⅱ型共同研究

17 田沢湖の水質変化機構についての調査研究 H30 － （センター独自）

細 菌
班

ウイル
ス班

理化学
班

環境保
全班



所在地： 秋田市千秋久保田町6番6号 

建 物： 鉄筋コンクリート造5階建  

（延床面積 4, 553. 52㎡ 建床面積 867. 75㎡） 

◆ 平成３０年度当初予算（健康環境センター費） 

秋田県健康環境センター 
〒010-0874  秋田市千秋久保田町６番６号 

TEL：018-832-5005 FAX：018-832-5938 

E-mail：b10266@pref.akita.lg.jp 

◆ 庁舎の概要 

◆ アクセス 
○ 秋田駅より徒歩約5分 
○ 秋田空港から秋田駅西口までリムジンバスで約35分 

        歳出予算額       １１１，３２２千円 

  （内訳） 管理運営費      ７５，５０２千円 

      研究・活動費     ２，８８０千円 
      施設・設備整備費  ３２，９４０千円 

「秋田県健康環境センター」（http://www.pref.akita.lg.jp/pages/genre/rcphe） 

  【感染症情報】      → 保健衛生関係業務 → 秋田県感染症情報センター（http://idsc.pref.akita.jp/kss/）  

  【大気汚染情報】  → 環境関係業務 → 大気汚染（http://www.pref.akita.lg.jp/pages/genre/13452） 

  【放射能情報】      → 秋田県の環境放射能の状況 → 秋田県内の放射能の状況について                                      

                                   （http://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/5063） 

◆ ホームページ 


